
第第第第 ２２２２２２２２期決算公期決算公期決算公期決算公 告告告告 

平成２５年６月１７日 

佐賀県伊万里市大川町川原５５１５番地 

株 式 会 社  フタバ九 州 

取締役社長 濱田伸治 

 

（平成２５年３月３１日現在） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

    （（（（資産資産資産資産のののの部部部部））））    

流流流流    動動動動    資資資資    産産産産 

   現 金 預 金 

      売 掛 金 

   製 品 

   原 材 料 

   仕 掛 品 

   貯 蔵 品 

   未 収 入 金 

未 収 消 費 税 

その他の流動資産 

 

固固固固    定定定定    資資資資    産産産産    

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 

   建 物 

   構 築 物 

   機 械 装 置 

   船 舶 

   車 輌 運 搬 具 

   工 具 器 具 備 品 

   土 地 

リ ー ス 資 産 

   建 設 仮 勘 定 

 

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産    

ソ フ ト ウ ェ ア 

施 設 利 用 権 

   その他の無形固定資産 

    

投投投投        資資資資        等等等等    

   長 期 貸 付 金 

  そ の 他 の 投 資 

千円 

４，３７８，４５６ 

９３８，４２７ 

２，２９９，４６８ 

１８６，８４４ 

２０，２８０ 

３６３，１１９ 

５９，１９６ 

５０４，９０５ 

５，１５４ 

１，０５８ 

 

４，２０７，７３８ 

４，１７３，４５２ 

２，４６６，０２８ 

５９，２４３ 

８７３，１２０ 

０ 

６，１８０ 

１２７，６４４ 

６３７，１０１ 

３，３１１ 

８２１ 

 

７，２９９ 

３，５１２ 

３，４８５ 

301 

 

２６，９８６ 

２５，６３８ 

１，３４８ 

    （（（（負債負債負債負債のののの部部部部））））    

流流流流    動動動動    負負負負    債債債債 

   支 払 手 形 

   買 掛 金 

   未 払 金 

未 払 費 用 

   預    り    金 

未 払 法 人 税 等 

リ ー ス 債 務 

 

固固固固    定定定定    負負負負    債債債債    

   退 職 給 付引 当 金 

ﾃ ﾞ ﾘ ﾊ ﾞ ﾃ ｨ ﾌ ﾞ 債 務 

リ ー ス 債 務 

 

負 債 合 計         

 

（（（（純資産純資産純資産純資産のののの部部部部））））    

株株株株    主主主主    資資資資    本本本本    

資資資資        本本本本        金金金金    

資資資資    本本本本    剰剰剰剰    余余余余    金金金金 

   資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

 

利利利利    益益益益    剰剰剰剰    余余余余    金金金金  

繰越利益剰余金 

 

   

純資産合計 

千円 

３，３３５，０４４ 

２７９，４５０ 

２，４４０，３９２ 

３０，３７９ 

５４３，４８２ 

２６，９９９ 

１２，９０１ 

１，４３８ 

 

９５９，１５７ 

７９６，０７７ 

１６０，９２１ 

２，１５８ 

 

４，２９４，２０１ 

 

 

４，２９１，９９２ 

４６０，０００ 

５，４３８，４９８ 

４５０，０００ 

４，９８８，４９８ 

 

△１，６０６，５０５ 

△１，６０６，５０５ 

 

 

４，２９１，９９2 

資資資資        産産産産        合合合合        計計計計 ８，５８６，１９４ 負債及負債及負債及負債及びびびび純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 ８，５８６，１９４ 

 

 

 

 

 

 

 

 ― １ ― 

貸借対照表 〔単位：千円〕 



個 別 注 記 表 
    

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．資産の評価基準および評価方法 

たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用しております。 

（会計上の見積もりの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成２４年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純損

失はそれぞれ４８百万円減少しております。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては､社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価格をゼロとする定額法によっております。 

３.引当金の計上基準 

 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５.計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
該当事項はありません。 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

 

１. 有形固定資産の減価償却累計額  14,084,858 千円 

関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 2,320,469 千円 

２. 

短期金銭債務 1,924,388 千円 

 

 

［損益計算書に関する注記］ 

  

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 27,112,909 千円 

仕入高 18,914,115 千円 

営業取引以外の取引による取引高 1,240,125 千円 

 

 

 

 

― ２ ― 



［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

 
該当事項はありません。 

 
 
 

［税効果会計に関する注記］ 

    

該当事項はありません。 

    

［リースにより使用する固定資産に関する注記］ 

 

該当事項はありません。    

 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

    

該当事項はありません。    

    

［１株当たり情報に関する注記］ 

 

１． １株当たり純資産額         461,504 円 62 銭 

 

２． １株当たり当期純損失        150,661 円 57 銭 

 

［賃貸等不動産に関する注記］ 

    

該当事項はありません。    

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

 

該当事項はありません。 

    

［その他の注記］ 

 

    該当事項はありません。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
― ３ ― 


